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人事行政の運営等の状況について（平成１６年度） 
 

 

 

１．職員の任免及び職員数に関する状況 

（１）職員の任免 

 イ 採用者 

区 分 採用者数 

行政職 ８人 

労務職 ３人 

合 計 １１人 

 

 

 ロ 退職者 

区 分 退職者数 

行政職 ７人 

労務職 ― 

合 計 ７人 
（注）採用者は平成 16年 4 月 1 日に採用した職員数で、退職者は平成 17 年 3月 31 日までに退職した職員数です。 

 

 

（２）職員数 

平成 16 年 4月 1 日現在の任命権者の条例定数及び職員数は次のとおりです。 

区  分 条例定数 職員数 

町長の事務部局の職員 １４８人 １５２人 

議会の事務部局の職員 ４人 ４人 

教育委員会の事務部局の職員 ４６人 ４１人 

農業委員会の事務部局の職員 ３人 ３人 

水道事業の企業職員 ９人 ６人 

合  計 ２１０人 ２０６人 
（注）職員数は、毎年度総務省に報告する「地方公共団体定員管理調査」の数値です。 

 

 

２．職員給与の状況 

（１）人件費の状況(普通会計決算) 

区 分 

住民基本

台帳人口 

H17.3.31 

歳出額  A 実質収支 人件費  B 

人件費

率 

B／A 

（参考） 

15 年度の

人件費率 

16 年度 17,810 人 6,411,232 千円 263,166 千円 1,466,931 千円 22.9％ 23.1％ 

（注）１ 人件費には、特別職に支給される給料、報酬等を含みます。 

２ 「歳出額」、「実質収支」及び「人件費」は地方財政状況調査の普通会計決算の区分としています。 
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（２）職員給与費の状況（普通会計決算） 

（注）１ 職員手当には退職手当、選挙及び災害に係る時間外手当を含みません。 

   ２ 特別職に支給される給与及び報酬は含みません。 

 

 

（３）職員の平均給料月額・平均給与月額及び平均年齢の状況(Ｈ16.4.1 現在) 

 

 

 

 

 

 

 
 （注）平均給与月額は、給料に扶養・通勤・住居・管理職・時間外勤務・特殊勤務手当等を加えたものです。 

 

 

（４）職員の初任給の状況(Ｈ16.4.1 現在) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（注）宮城県は、緊急経済産業再生戦略のため給料を削減しています。 

 

 

（５）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況(Ｈ16.4.1 現在) 

区分 10 年以上 15 年未満 15 年以上 20 年未満 20 年以上 25 年未満 

大学卒 279,000 円 325,900 円 379,700 円 

短大卒 245,000 円 ― ― 一般行政職 

高校卒 238,100 円 270,600 円 321,800 円 

高校卒 ― ― ― 
労 務 職 

中学卒 171,400 円 171,400 円 200,300 円 
（注）空欄は、該当職員がいないことを示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

給与額 

区 分 
職員数 

（A） 給  料 職員手当 期末勤勉 計（Ｂ） 

一人当たり給

与費 

（Ｂ／Ａ） 

16 年度 187 人 625,918 千円 88,355 千円 244,733 千円 959,006 千円 5,128 千円 

一般行政職 労務職 

区 分 平均給料 

月額 

平均給与 

月額 
平均年齢

平均給料 

月額 

平均給与 

月額 
平均年齢 

山元町 291,300 円 329,279 円 39 歳 4 月 221,700 円 231,594 円 43 歳  3 月 

宮城県 340,602 円 421,858 円 41 歳 6 月 326,442 円 371,757 円 47 歳 10 月 

山元町 宮城県 

区  分 
決定初任給 

採用 2年経

過日給料額
決定初任給

採用 2 年経

過日給料額

大学卒 170,700 円 184,400 円 171,724 円 184,114 円

短大卒 148,500 円 160,200 円 － － 
一般行

政職 
高校卒 138,800 円 148,500 円 138,715 円 149,363 円

高校卒 131,900 円 140,700 円 － － 
労務職 

中学卒 120,600 円 128,100 円 － － 
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（６）一般行政職の級別職員数の状況(Ｈ16.4.1 現在) 

区分 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 7 級 8 級 計 

標準的な職

務内容 

主事 

技師 

主事 

技師 

主事 

技師 

係長 

主査 

補佐 

副参事

補佐 

副参事
課長 課長  

職員数 10 名 28 名 14 名 18 名 18 名 18 名 15 名 3 名 124 名

構成比 8.1％ 22.6％ 11.3％ 14.5％ 14.5％ 14.5％ 12.1％ 2.4％ 100％ 

参

考 

1 年前の

構成比 
7.2％ 20.2％ 10.5％ 9.7％ 21.0％ 16.9％ 12.9％ 1.6％ 100％ 

 

 

（７）職員手当の状況 

区分 山元町 宮城県 

期末手当 

勤勉手当 

(平成１６年

４月 1 日現

在) 

（支給割合） 

 

 ６月期 

１２月期 

計 

 

期末手当 

1.40 月分 

1.60 月分 

3.00 月分 

 

勤勉手当 

0.7 月分 

0.7 月分 

1.4 月分 

（支給割合）

 

 ６月期 

１２月期 

計 

 

期末手当 

1.40 月分 

1.60 月分 

3.00 月分 

 

勤勉手当 

0.7 月分 

0.7 月分 

1.4 月分 

（支給割合） 

 

勤続２０年 

勤続２５年 

勤続３５年 

最高限度額 

 

自己都合 

21.00 月分 

33.75 月分 

47.50 月分 

60.00 月分 

 

勧奨・定年 

28.0875 月分 

43.3350 月分 

60.9900 月分 

60.9900 月分 

（支給割合）

 

勤続２０年 

勤続２５年 

勤続３５年 

最高限度額 

 

自己都合 

21.00 月分 

33.75 月分 

47.50 月分 

60.00 月分 

 

勧奨・定年

28.0875 月分

43.3350 月分

60.9900 月分

60.9900 月分

退職手当 その他の加算

措置 

 

退職時特別昇

給 

 

１人当たり平

均支給額 

定年前早期退職特例措置 

（2％～20％加算） 

勤続 20 年以上 1 号 

 

 

自己都合    670 千円 

勧奨・定年 26,716 千円 

その他の加算

措置 

 

退職時特別昇

給 

 

１人当たり平

均支給額 

定年前早期退職特例措置 

（2％～20％加算） 

 

勤続 20 年以上 1号 

 

 

自己都合   1,693 千円 

勧奨・定年 27,701 千円 
（注）退職手当の１人当たりの平均支給額は、16 年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。 

 

 

区分 全職種 

職員全体に占める手当支給職員の割合 21.3％ 

支給対象職員１人当たり平均支給年額 7,055 円 

手当の種類（手当数） ８種類 

支給額の多い手当 税徴収業務手当 

特殊勤務手当 

（平成１５年度） 

代表的な手

当の名称 多くの職員に支給されている手当 使用料等の督促業務手当 

支給総額 40,352 千円 
１５年度 

職員一人当たりの支給年額 219 千円 

支給総額 43,272 千円 
時間外勤務手当 

１４年度 
職員一人当たりの支給年額 239 千円 
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区分 内容 
国の制度と

の異同 

国の制度と

異なる内容 

扶養手当 

１．配偶者 １３，５００円 

２．配偶者以外の扶養親族 

ア）２人まで、それぞれ６，０００円（職員に扶養親族でない配偶者が

ある場合は、そのうち１人について６，５００円、職員に配偶者がない

場合は、そのうち１人について１１，０００円） 

イ）３人目から１人につき５，０００円 

※扶養親族である子のうち、満１５歳に達する日後の最初の４月１日か

ら満２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある子 

１人につき５，０００円加算 

同じ ― 

住居手当 

１．借家・借間に居住している職員 

ア）月額２３，０００円以下の家賃を支払っている職員 

   家賃－１２，０００円 

イ）月額２３，０００円を超える家賃を支払っている職員 

   １１，０００円＋（家賃－２３，０００円）÷２で、２７，００

０円を限度 

 

２．自宅に居住している職員 

  ２，５００円（新築・購入の日から５年を経過していない住宅に限

る。） 

同じ  

通勤手当 

１．交通機関等の利用者 

 

 定期券又は回数券の価額（最も経済的かつ合理的なもの）で、１か月

当たりの運賃等相当額は５５，０００円を限度に支給 

 

２．自動車等の使用者 

 使用距離（片道）により２，０００円から２４，５００円 

同じ  

寒冷地手当 

１．世帯主である職員 

 扶養親族の数に応じて４９，１００円から９７，８００円 

 

２．世帯主以外の職員 

３４，２００円 

同じ  

 

 

（８）特別職の報酬等の状況(Ｈ16.4.1 現在) 

期末手当 
区  分 給  料 

支給月 支給割合 

町 長 842,000 円 

助 役 637,000 円 

収入役 599,000 円 
給料 

教育長 530,000 円 

6 月期

12 月期

計

2.1 月分 

2.3 月分 

4.4 月分 

議 長 310,000 円 

副議長 260,000 円 報酬 

議 員 250,000 円 

6 月期

12 月期

計

1.6 月分 

1.7 月分 

3.3 月分 
（注）教育長の期末手当には、勤勉手当の率を含みます。 
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３．職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

（１）勤務時間 

   ８時間／日（休憩時間を除き、４週間を超えない期間につき１週間当たり４０時間） 

正規の勤務時間 開始時刻 終了時刻 休息時間 休憩時間 

1 週間当たり 40

時間 

8 時 30 分 17 時 15 分 12 時 00 分～ 

12 時 15 分 

15 時 00 分～ 

15 時 15 分 

12 時 15 分～ 

13 時 00 分 

（注）勤務場所によっては、これと違った勤務体制をとっている場合があります。 

 

 

（２）休暇 

イ 年次有給休暇 

職員には、原則として１年当たり２０日の年次有給休暇が付与され、２０日を限度に翌年度に繰り

越すことができます。  

平成 16 年 1 人当たり平均取得日数 ６．８日

取得率（総取得日数／総付与日数） １７．８％
（注）全職員の平均です。 

 

ロ 病気休暇 

  職員が負傷又は疾病のため、療養する必要があるときは、療養のため休暇を取得することができま

す。 

取得人数（延べ人数） １２人
（注）平成 16年度に連続７日以上の病気休暇を取得した職員数（延べ人数）です。 

 

ハ 特別休暇 

  結婚、出産、親族の看護など一定の要件に該当するときは、特別休暇を取得することができます。 

休暇の種類 休暇の内容 取得人数 取得日数 

結婚休暇 結婚する場合（７日以内） ９人 ４４日 

出産休暇 出産予定日前６週間、産後８週間 1 人 ９６日 

忌引き休暇 死亡者の区分に応じ１日～１０日 ３４人 ８０日 

夏季休暇 ７月～９月の期間内に３日 ２０５人 ２．５日 
（注）上記は特別休暇の主なものであり、取得人数は延べ人数で、夏期休暇の取得日数は平均日数としています。 

 

 

（３）育児休業 

 育児休業制度は、３歳に満たない子を養育するため、当該子が３歳に達する日まで職員が申出た期間

取得することができます。なお、育児休業により勤務しない期間は無給となり、期末勤勉手当について

は、勤務しない期間に応じて減額されます。 

区  分 育児休業取得者数 

男性職員 ０人

女性職員 １人

合  計 １人
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４．職員の分限及び懲戒処分の状況 

イ 分限処分 

 分限処分とは、勤務実績不良の場合や、心身の故障の場合、又はその職に必要な適格性を欠く場合

等において、公務能率の維持並びに適正な行政運営の確保を図るために行われる処分です。 

処分事由 降任 免職 休職 降給 合計 

勤務実績が良くない場合  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

心身の故障の場合  

 

 

 

４人  

 

４人 

職に必要な適格性を欠く場合  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

職制、定数の改廃、予算の減少に

より廃職、過員を生じた場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

刑事事件に関し起訴された場合  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

条例で定める事由による場合  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（注）同一の者が複数回にわたって分限処分に付された場合は、その数を重複して計上しています。 

 

ロ 懲戒処分 

 懲戒処分とは、法令に違反した場合、職務上の義務に違反し、若しくは職務を怠った場合又は全体

の奉仕者たるにふさわしくない非行があった場合において、職場の秩序を維持し、回復を図るために

行われる処分です。 

処分事由 戒告 減給 停職 免職 合計 

法令に違反した場合  

 

１人  

 

 

 

１人 

職務上の義務に違反し又は職務を

怠った場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全体の奉仕者たるにふさわしくな

い非行のあった場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．職員の服務の状況 

 地方公務員法第３０条では、服務の根本基準として、「すべての職員は、全体の奉仕者として公共の

利益のために勤務し、且つ、職務の遂行に当っては、全力を挙げてこれに専念しなければならない」と

されており、下記の義務や制限が定められています。 

服務の具体的内容 法の規定 

服務の宣誓 法第３１条 

法令及び上司の命令に従う義務 法第３２条 

信用失墜行為の禁止 法第３３条 

秘密を守る義務 法第３４条 

職務に専念する義務 法第３５条 

政治的行為の制限 法第３６条 

争議行為等の禁止 法第３７条 

営利企業等の従事制限 法第３８条 
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６．職員の研修及び勤務評定の状況 

（１）職員研修の実施状況  

研修区分 受講者数 

新規採用職員研修 １１人 

一般職員研修Ⅰ（採用後３年～７年） ５人 

一般職員研修Ⅱ（採用後８年～１２年） ４人 

監督者研修Ⅰ（新任係長） １人 

監督者研修Ⅱ（係長昇任５年程度） ４人 

管理者研修Ⅰ（課長補佐級の職員） ５人 

一般研修 

（階層別研修） 

管理者研修Ⅱ（新任課長） ３人 

専門研修 民法・交渉力・企画力等 ２７人 

職場内研修 新規採用職員を対象に各課の業務研修 １１人 

 

 

（２）勤務成績の評定の状況 

 未実施であるが、分限・懲戒処分者については、勤務成績を確認し昇給時期を判断しています。 

 

 

 

７．職員の福祉及び利益の保護の状況 

（１）健康診断の状況  

項  目 受診者数 

定期健康診断 １４４人

人間ドック ６２人
（注）検診結果に応じて事後指導を実施 

 

 

（２）職員の利益の保護 

区   分 件  数 

職員の勤務条件に関する措置要求の状況 ０件

職員に対する不利益処分に関する不服申し立ての状況 ０件

 


